
●
は
じ
め
に

　

二
〇
世
紀
後
半
に
西
欧
列
強
の
支
配

か
ら
独
立
し
た
ア
ジ
ア
や
ア
フ
リ
カ
の

国
の
多
く
が
、
貧
困
に
苦
し
ん
で
い
る

よ
う
に
、
支
配
地
域
の
確
立
は
国
家
建

設
の
第
一
歩
に
過
ぎ
な
い
。
い
か
な
る

国
家
権
力
の
行
使
や
公
共
財
の
提
供
に

も
財
源
が
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、
安
定

的
な
国
家
建
設
を
行
う
に
は
、
持
続
的

か
つ
健
全
な
財
政
シ
ス
テ
ム
の
構
築
が

必
要
で
あ
る
。
そ
し
て
、
財
源
を
確
保

す
る
方
法
は
、
大
き
く
い
え
ば
、
税
収

だ
け
で
国
家
運
営
を
目
指
す
資
本
主
義

経
済
体
制
と
、
国
家
と
共
同
体
が
必
要

な
財
す
べ
て
を
提
供
し
よ
う
と
す
る
社

会
主
義
経
済
体
制
の
二
つ
に
わ
け
ら
れ

よ
う
。
も
ち
ろ
ん
現
実
に
は
、
ほ
と
ん

ど
の
近
代
国
家
が
財
政
的
に
こ
の
二
つ

の
間
に
位
置
す
る
。

　

本
稿
は
、
持
続
的
か
つ
健
全
な
財
政

シ
ス
テ
ム
の
構
築
は
、
国
家
建
設
の
中

心
的
役
割
を
果
た
す
と
の
視
点
か
ら

（
参
考
文
献
①
）、
一
九
七
五
年
に
現
体

制
が
成
立
し
て
以
降
、
ラ
オ
ス
が
こ
の

課
題
に
ど
の
よ
う
に
対
応
し
て
き
た

か
、
そ
の
変
遷
過
程
を
跡
づ
け
る
。
具

体
的
に
は
、
国
家
財
政
の
中
心
的
役
割

を
果
た
し
て
き
た
国
有
企
業
の
あ
り
方

が
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
き
た
か
、
ま

た
、
国
有
企
業
は
ど
の
よ
う
に
国
家
財

政
に
貢
献
し
て
き
た
の
か
を
考
察
す

る
。
そ
の
う
え
で
、
今
後
の
ラ
オ
ス
に

お
け
る
財
政
シ
ス
テ
ム
の
持
続
性
に
つ

い
て
展
望
し
た
い
。

● 

国
家
建
設
、国
家
財
政
に
お
け
る

国
有
企
業

　

政
府
が
確
保
で
き
る
財
源
は
、
税
収

と
非
税
収
に
大
別
で
き
る
。
税
収
と
は

お
も
に
企
業
の
経
済
活
動
へ
の
課
税
で

得
ら
れ
る
収
入
で
あ
る
の
に
対
し
、
非

税
収
と
は
国
有
企
業
の
配
当
、
国
有
資

産
の
売
却
や
天
然
資
源
な
ど
か
ら
得
ら

れ
る
収
入
、
お
よ
び
外
国
援
助
な
ど
を

指
す
。
収
益
性
の
高
い
国
有
企
業
や
枯

渇
し
な
い
資
源
を
除
き
、
非
税
収
の
大

部
分
が
持
続
的
な
も
の
で
な
い
こ
と
は

明
ら
か
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
お
も
な

課
税
対
象
お
よ
び
納
税
義
務
者
で
あ
る

企
業
を
振
興
し
、
税
収
を
十
分
か
つ
持

続
的
に
確
保
で
き
る
財
政
シ
ス
テ
ム
を

構
築
す
る
こ
と
が
、
国
家
建
設
の
鍵
と

な
る
。

　

企
業
は
、
所
有
形
態
か
ら
民
間
と
国

有
に
大
別
で
き
る
。
市
場
経
済
で
は
民

間
に
よ
る
経
済
活
動
が
望
ま
し
い
と
さ

れ
る
が
、
特
定
の
条
件
下
で
は
国
有
企

業
の
方
が
望
ま
し
い
状
況
も
あ
る
。
事

実
、
資
本
主
義
や
市
場
経
済
が
発
達
し

て
い
る
と
さ
れ
る
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

（O
rganisation for Econom

ic Co-
operation and D

evelopm
ent

：
経

済
協
力
開
発
機
構
）
諸
国
で
も
、
国
有

企
業
の
な
い
国
は
な
か
っ
た
（
参
考
文

献
②
）。

　

国
家
が
国
有
企
業
か
ら
歳
入
を
確
保

す
る
方
法
は
二
つ
あ
る
。
ひ
と
つ
は
、

株
主
で
あ
る
政
府
が
交
渉
、
ま
た
は
恣

意
的
に
決
め
る
配
当
な
ど
を
通
し
て
直

接
収
入
を
確
保
す
る
こ
と
と
、
も
う
ひ

と
つ
は
、
民
間
企
業
と
同
様
に
課
税
す

る
こ
と
で
あ
る
。
前
者
は
、
経
済
状
況

に
よ
っ
て
国
有
企
業
の
配
当
能
力
が
大

き
く
変
化
し
、
ま
た
、
所
管
官
庁
と
の

垂
直
な
関
係
が
適
切
な
配
当
水
準
や
罰

則
の
設
定
を
難
し
く
す
る
た
め
、
後
者

の
方
が
効
率
的
に
財
源
を
確
保
で
き
る

制
度
で
あ
る
（
参
考
文
献
③
）。

● 

ラ
オ
ス
の
国
家
財
政
に
お
け
る

国
有
企
業
の
役
割

　

一
九
七
五
年
に
成
立
し
た
現
体
制

は
、
国
有
企
業
が
主
導
す
る
計
画
経
済

体
制
を
採
用
し
た
。
そ
の
結
果
、
多
く

の
国
有
企
業
が
設
立
さ
れ
、
経
済
に
お

い
て
大
き
な
役
割
を
果
た
す
よ
う
に

な
っ
た
。
一
九
九
〇
年
代
前
半
の
民
営

化
政
策
に
よ
り
、
国
有
企
業
は
役
割
を

い
っ
た
ん
は
低
下
さ
せ
た
も
の
の
、
現

在
で
は
再
び
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い

る
。
以
下
、
党
・
政
府
の
方
針
の
変
遷

に
基
づ
き
、
集
団
・
国
有
化
期
（
一
九

七
五
〜
一
九
九
一
年
）、民
営
化
期
（
一

九
九
一
〜
一
九
九
八
年
）、「
商
業
化
」

期
（
一
九
九
八
年
〜
現
在
）
の
三
つ
に

時
代
を
区
分
し
た
う
え
で
考
察
を
行

う
。

特 集

国
家
財
政
と
国
有
企
業

―
国
有
化
、
民
営
化
、
そ
し
て
、
商
業
化

ケ
オ
ラ
・
ス
ッ
ク
ニ
ラ
ン

ラオスにおける

国 民 国 家 建 設
理 想 と 現 実
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一
． 

集
団
・
国
有
化
期

　
 

（
一
九
七
五
〜
一
九
九
一
年
）

　

集
団
・
国
有
化
期
で
は
、
農
業
合
作

社
や
国
有
企
業
は
、
国
家
や
社
会
に
対

し
必
要
な
財
源
の
確
保
、
財
、
そ
し
て

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
主
体
と
し
て
設

立
さ
れ
た
。
図
1
は
、
多
く
の
農
業
合

作
社
と
国
有
企
業
が
一
九
七
六
年
か
ら

設
立
さ
れ
た
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
体

制
成
立
約
一
年
後
の
一
九
七
六
年
に

は
、
工
業
部
門
だ
け
で
も
一
四
五
の
国

有
企
業
が
設
立
さ
れ
た
。
工
業
部
門
の

国
有
企
業
は
そ
の
後
も
増
加
を
続
け
、

一
九
八
九
年
に
は
約
四
五
〇
に
達
し

た
。
農
業
合
作
社
は
、
農
民
の
反
発
や

災
害
に
よ
り
一
九
七
九
年
に
新
設
が
一

部
中
断
さ
れ
た
が
、
実
態
が
ほ
と
ん
ど

な
い
も
の
も
含
ま
れ
て
い
る
と
は
い

え
、
公
式
統
計
上
で
は
も
っ
と
も
多
い

時
に
は
約
四
〇
〇
〇
ま
で
増
え
た
。

　

集
団
・
国
有
化
期
半
ば
ま
で
の
財
政

は
、
表
1
か
ら
確
認
で
き
る
。
一
九
七

七
年
か
ら
一
九
八
一
年
ま
で
、
財
政
的

に
約
五
割
か
ら
七
割
ま
で
が
外
部
支
援

に
支
え
ら
れ
て
い
た
。
国
有
企
業
か
ら

の
配
当
は
歳
出
の
半
分
以
下
を
賄
っ
て

い
た
に
過
ぎ
ず
、
財
源
確
保
と
い
う
国

有
部
門
の
創
設
目
的
は
達
成
で
き
な

か
っ
た
と
い
え
る
。

二
． 

民
営
化
期

　

 

（
一
九
九
一
〜
一
九
九
八
年
）

　

民
営
化
の
必
要
性
が
指
導
部
の
間
で

初
め
て
主
張
さ
れ
た
の
は
一
九
八
〇
年

代
初
め
だ
っ
た
が
、
民
営
化
が
本
格
化

す
る
の
は
、
旧
ソ
連
や
東
欧
の
経
済
が

停
滞
し
た
こ
と
に
よ
り
、
対
ラ
オ
ス
援

助
が
急
減
す
る
一
九
八
〇
年
代
末
で
あ

る
。
ラ
オ
ス
政
府
に
と
っ
て
、
民
営
化

は
国
際
機
関
の
支
援
を
獲
得
す
る
た
め

の
処
置
と
も
考
え
ら
れ
る
。
具
体
的
に

は
、
一
九
八
九
年
か
ら
の
試
験
的
な
民

営
化
を
経
て
、
主
要
な
も
の
だ
け
で
も

一
九
九
八
年
ま
で
に
約
一
〇
〇
の
国
有

企
業
が
民
営
化
さ
れ
た（
図
1
）。
サ
ー

ビ
ス
業
に
は
床
屋
、
ラ
ー
メ
ン
屋
な
ど

零
細
な
も
の
が
多
か
っ
た
た
め
、
民
営

化
期
に
ど
の
く
ら
い
の
国
有
企
業
が
民

営
化
さ
れ
た
か
に
つ
い
て
の
正
確
な
数

字
を
把
握
す
る
こ
と
は
難
し
い
。
し
か

し
、
一
九
九
〇
年
代
初
め
に
零
細
規
模

も
含
め
全
国
に
約
八
〇
〇
の
国
有
企
業

が
存
在
し
て
い
た
が
、
そ
の
大
半
が
一

九
九
八
年
ま
で
に
民
営
化
さ
れ
た
（
参

考
文
献
④
）。
農
業
合
作
社
は
、
一
九

九
〇
年
代
に
入
り
公
式
統
計
か
ら
確
認

で
き
な
く
な
る
よ
う
に
、
そ
の
ほ
と
ん

ど
が
解
散
ま
た
は
活
動
を
停
止
し
た
。

　

国
有
企
業
の
数
が
大
き
く
減
少
し
た

こ
と
で
、
民
営
化
と
い
う
目
的
は
ほ
ぼ

達
成
さ
れ
た
。
し
か
し
、
歳
入
確
保
と

い
う
観
点
か
ら
は
、
必
ず
し
も
成
功
と

は
い
え
な
い
。
税
収
が
集
団
・
国
有
化

期
の
国
有
企
業
配
当
の
ピ
ー
ク
で
あ
る

一
九
八
六
年
の
水
準
を
達
成
す
る
の
に

一
〇
年
を
要
し
た
の
で
あ
る
（
図
2
）。

こ
れ
は
、
配
当
か
ら
税
に
移
行
す
る
プ

ロ
セ
ス
に
お
け
る
混
乱
が
主
因
と
考
え

ら
れ
る
。
と
は
い
え
、歳
入
の
構
造
を
、

所
有
者
で
あ
る
国
が
一
方
的
に
決
定

し
、
か
つ
、
経
済
状
況
に
左
右
さ
れ
や

す
い
国
有
企
業
の
配
当
か
ら
、
明
確
な

税
率
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
る
各
種
目
の

税
収
に
転
換
で
き
た
こ
と
は
、
持
続
的

な
財
政
制
度
構
築
に
一
歩
近
づ
い
た
と

評
価
で
き
る
。

三
． 

商
業
化
期

　

 

（
一
九
九
八
年
〜
現
在
）

　

一
九
九
八
年
、
ラ
オ
ス
政
府
は
そ
の

年
ま
で
に
民
営
化
さ
れ
る
三
二
の
非
戦

略
的
国
有
企
業
と
、
そ
の
後
も
民
営
化

し
な
い
三
三
の
戦
略
的
国
有
企
業
リ
ス

ト
を
発
表
し
た
（
参
考
文
献
④
）。

戦
略
的
国
有
企
業
は
、「
民
営
化
」

で
は
な
く
「
商
業
化
（com

m
ercial-

ization

）」
す
る
こ
と
が
目
的
と
さ
れ

た
。
商
業
化
の
定
義
は
明
確
で
は
な
い

が
、
そ
の
目
的
は
「
民
間
企
業
と
競
争

で
き
る
こ
と
」
と
「
民
間
企
業
に
刺
激

を
与
え
る
こ
と
」
と
さ
れ
た
（
参
考
文

献
④
）。
そ
し
て
、
目
的
を
達
成
す
る

図1　ラオスにおける国有企業および農業合作社数の推移

（出所）参考文献①。民営化は参考文献④。
（注） 「国有企業」は工業部門のみ。「民営化」は民営化によって減少した国有企業の数。

表1　集団・国有化期の政府財政の推移（単位：100万キープ）
1977 1978 1979 1980 1981

歳入 82.4 105.7 268.0 748.2 930.0
　国有企業の配当 50.8 32.7 200.2 567.8
　民間企業への課税 29.8 55.2 48.4 98.3 140.0
　その他 1.8 17.8 19.4 82.1 90.0
歳出 490.4 572.5 636.0 1776.9 2160.5
　給与、人件費 105.0 114.0 343.0
　補助金 168.0 165.0 68.0
　投資 191.9 188.5 242.1 748.9 950.0
財政赤字 －480.0 －466.8 －368.0 －1,028.7 －1,230.0
財源 480.0 466.8 368.0 1,028.7 1,230.0
　中央銀行クレジット 50.7 35.8 13.6 －4.0
　外部支援 357.3 431.0 354.4 1032.7 1230.0

（出所）参考文献⑤。
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方
法
と
し
て
、
公
開
株
式
会
社
化
、
経

営
評
議
会
の
任
命
、
構
造
改
革
、
さ
ま

ざ
ま
な
経
営
指
標
や
目
標
の
策
定
な
ど

が
示
さ
れ
た（
参
考
文
献
⑥
）。し
か
し
、

実
際
の
商
業
化
で
は
、
民
間
に
よ
る
株

式
の
取
得
や
分
割
民
営
化
に
至
る
ま

で
、
国
有
企
業
の
効
率
化
を
目
的
と
し

た
幅
広
い
形
態
が
と
ら
れ
て
い
た
。
こ

の
背
景
に
は
、
国
家
が
よ
り
多
様
な
所

有
形
態
で
国
有
企
業
と
か
か
わ
る
こ
と

で
、
歳
入
を
確
保
し

よ
う
と
す
る
狙
い
が

あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

事
実
、
一
九
九
〇

年
以
前
の
集
団
・
国

有
化
期
や
一
九
九
〇

年
代
の
民
営
化
期
に

比
べ
る
と
、
商
業
化

期
に
税
収
が
大
き
く

増
加
し
た
こ
と
を
確

認
で
き
る
（
図
2
）。

一
九
九
八
年
に
一
億

ド
ル
に
満
た
な
か
っ

た
ラ
オ
ス
の
税
収

は
、
二
〇
〇
九
年
に

は
七
億
ド
ル
以
上
に

大
き
く
増
加
し
た
の

で
あ
る
。
そ
し
て
表

2
か
ら
は
、
天
然
資

源
部
門
か
ら
の
収
入

が
大
き
く
増
加
し
た

こ
と
が
わ
か
る
。
戦
略
的
な
国
有
企
業

の
「
所
有
権
」
を
維
持
し
つ
つ
、
所
有

形
態
を
多
様
化
し
商
業
化
す
る
こ
と

で
、
よ
り
多
く
の
財
政
を
確
保
で
き
る

よ
う
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

●
ラ
オ
ス
の
財
政
は
健
全
化
す
る
か

　

現
在
の
税
収
・
非
税
収
の
推
移
か
ら

大
き
く
三
つ
の
懸
念
材
料
が
み
て
と
れ

る
。
第
一
は
、
経
済
統
合
に
よ
っ
て
減

少
が
予
想
さ

れ
る
輸
入
関

税
、
輸
入
に

深
く
関
わ
る

取
引
高
税
、

ま
た
贅
沢
品

に
か
か
る
物

品
税
が
、
税

収
の
半
分
以

上
を
占
め
る

こ
と
、
第
二

は
、
拡
大
し

て
い
る
利
潤

税
の
大
部
分

が
鉱
物
資
源

輸
出
に
よ
る

こ
と
、
そ
し
て
第
三
は
、
成
長
の
初
期

段
階
で
弊
害
が
多
い
と
さ
れ
る
国
有
企

業
の
配
当
が
、
非
税
収
の
大
き
な
部
分

を
占
め
て
い
る
こ
と
で
あ
る
（
参
考
文

献
⑦
、
⑧
、
⑨
、
⑩
）。
以
上
の
課
題

を
解
決
す
る
に
は
、
国
内
で
活
動
す
る

企
業
を
育
成
し
、
持
続
的
な
税
収
を
確

保
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
ろ
う
。
こ
の

な
か
で
、
民
間
部
門
の
振
興
が
よ
り
重

要
な
の
は
い
う
ま
で
も
な
い
が
、
国
有

企
業
が
い
ま
だ
に
経
済
に
お
い
て
重
要

な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
ラ
オ
ス
で

は
、
国
有
企
業
の
振
興
も
重
要
と
い
え

る
。

　

こ
こ
で
着
目
し
た
い
こ
と
は
、
近
年

国
有
企
業
の
配
当
か
ら
課
税
へ
の
転
換

に
よ
っ
て
、
歳
入
を
大
き
く
増
大
さ
せ

た
ベ
ト
ナ
ム
と
中
国
の
経
験
で
あ
る
。

中
国
と
ベ
ト
ナ
ム
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
一

九
九
四
年
と
二
〇
〇
四
年
以
降
、
国
有

企
業
の
配
当
に
相
当
す
る
貢
献
が
ほ
ぼ

ゼ
ロ
ま
た
は
大
幅
に
減
少
し
た
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
政
府
の
総
収
入
が
著
し
い

ペ
ー
ス
で
上
昇
し
た（
図
3
）。こ
れ
は
、

両
国
に
お
い
て
、
国
有
企
業
が
飛
躍
し

た
時
期
と
重
な
っ
て
い
る
。
成
長
局
面

に
あ
る
国
有
企
業
が
配
当
圧
力
か
ら
解

放
さ
れ
た
こ
と
で
さ
ら
に
成
長
を
遂

げ
、
納
税
を
通
じ
て
財
政
に
貢
献
す
る

よ
う
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

図2　ラオスの税・非税収の推移（100万ドル）

（出所）参考文献①、⑤。
（注）為替レートは、1ドル＝4キープ（1977年～1979年）、1ドル＝10キープ（1980年）。

表2　近年の税目別税収の推移（100万ドル）
2003 2004 2005 2006 2007 2008

歳入 267.0 320.0 400.4 537.4 670.2 831.0
　税金 221.1 264.8 341.7 463.7 585.7 720.2
　　直接税 37.9 49.3 65.0 115.2 172.3 205.0
　　　利潤 21.0 29.0 43.1 90.5 137.7 163.6
　　　　鉱業 0.0 0.0 6.9 46.9 83.8 115.9
　　　　水力発電 0.0 4.3 3.9 3.8 6.8 8.5
　　　　その他 21.0 24.8 32.2 39.7 47.0 39.2
　　　所得税 16.9 20.3 22.0 24.8 34.7 41.4
　　間接税 183.2 215.5 276.7 348.4 413.4 515.2
　　　取引高税 56.2 63.6 83.2 103.0 128.0 153.1
　　　物品税 45.7 49.4 75.1 98.3 124.0 162.7
　　　輸入税 33.2 40.5 48.3 56.4 70.2 94.8
　　　ロイヤリティ 27.3 32.2 42.0 52.6 49.4 53.8
　　　　天然資源 3.0 9.0 20.5 27.0 32.1 35.5
　　　　水力発電 3.0 5.4 5.3 4.7 5.8 6.9
　　　　木材 21.3 17.9 16.1 20.9 11.5 11.4
　　　その他 20.6 29.8 28.1 38.3 41.8 51.0
　税金外 45.8 55.2 58.7 73.7 84.5 110.8
　　配当 10.0 16.8 16.4 15.5 30.5 54.8
　　　鉱業および水力発電 0.0 4.0 27.1 20.8 25.3 26.6
　　　領空通行料 18.7 21.0 21.5 22.7 24.5 25.6
　　その他 17.0 17.5 20.8 35.5 29.5 30.5

（出所）参考文献①。
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●
お
わ
り
に

　

ラ
オ
ス
の
財
政
に
お
い
て
、
特
に
国

有
企
業
が
ど
の
よ
う
な
役
割
を
果
た
し

て
き
た
か
そ
の
変
遷
過
程
を
整
理
し
た
。

そ
こ
か
ら
見
え
て
き
た
こ
と
は
、
国
有

部
門
は
一
九
九
〇
年
代
に
入
り
そ
の
役

割
を
い
っ
た
ん
低
下
さ
せ
た
も
の
の
、

一
九
九
〇
年
代
後
半
の
「
商
業
化
」
に

よ
り
、
国
家
財
政
に
お
い
て
再
び
重
要

な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。

　

税
収
は
、
ア
ジ
ア
経
済
危
機
な
ど
の

影
響
に
よ
り
一
九
九
八
年
に
い
っ
た
ん

落
ち
込
む
も
の
の
、
一
九
九
九
年
か
ら

今
日
ま
で
大
幅
に
増
加
し
て
い
る
。
し

か
し
、
そ
の
内
訳
を
み
て
み
る
と
、
二

〇
〇
九
年
で
は
、
輸
入
税
、
鉱
物
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
税
が
少
な
く

と
も
歳
入
の
五
割
を
上
回
る
一

方
、
国
有
企
業
に
よ
る
配
当
が
非

税
収
の
約
半
分
を
占
め
る
ま
で

に
拡
大
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、
現

在
の
増
収
は
持
続
的
な
も
の
と
は

い
え
な
い
の
で
あ
る
。

　

国
有
企
業
に
限
定
し
た
場
合
、

ベ
ト
ナ
ム
と
中
国
の
事
例
は
こ
の

問
題
を
解
決
す
る
手
が
か
り
を
与

え
て
く
れ
る
。
両
国
は
、
国
有
企

業
の
配
当
を
止
め
税
制
に
移
行
す

る
こ
と
で
、
企
業
活
動
の
活
性
化

を
促
し
税
収
を
大
幅
に
増
や
し
た
。

こ
れ
は
、
ラ
オ
ス
に
と
っ
て
も
大

い
に
参
考
に
な
ろ
う
。「
二
〇
二
〇
年
の

最
貧
国
脱
却
」
に
向
け
た
国
作
り
に
は

財
源
が
必
要
で
あ
る
。
当
面
は
、
現
在

の
よ
う
に
、
天
然
資
源
や
国
有
企
業
に

依
存
し
た
財
源
の
確
保
が
続
い
て
い
く

と
考
え
ら
れ
る
が
、
そ
れ
は
安
定
し
た

財
政
構
造
構
築
を
意
味
し
な
い
。
つ
ま

り
、
遅
か
れ
早
か
れ
、
ラ
オ
ス
も
配
当

に
頼
る
構
造
を
転
換
し
、
税
制
を
整
備

す
る
こ
と
が
必
要
不
可
欠
で
あ
る
。
鉱

物
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
の
成
長
に
よ
り

財
政
へ
の
圧
力
が
低
下
し
て
い
る
今
が
、

国
有
企
業
か
ら
の
配
当
を
廃
止
し
、
税

制
に
移
行
す
る
時
機
な
の
か
も
し
れ
な

い
。

（KEO
LA Souknilanh

／
ア
ジ
ア
経
済
研

究
所　

ル
ン
ド
海
外
派
遣
員
）
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図3　ベトナム・中国の政府総収入と国有企業配当の推移

（出所）参考文献①、⑪。
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